
令和８年６月９日 

 

事業者各位 

 

経理課長 谷澤 真一郎   

教育総務課長 山本 久美子 

 

中東情勢を踏まえた適正な工事請負契約の確保について（通知） 

 

 

今般の中東情勢の影響により、資機材供給の不安定化や価格の高騰等が生じており、契

約の履行への影響が懸念されています。 

本区が発注する工事請負契約について、適正な工期や契約金額を確保するため、契約変

更にかかる留意事項を、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１ 中東情勢の影響など受注者の責めによらない事情により、資機材の納期遅延等が発生

し、工期を延長する必要が生じるおそれがある場合、速やかに監督員に申し出てくださ

い。必要な契約変更（契約金額の変更を含む）について、協議をさせていただきます。 

 

２ 資機材価格の高騰等により、契約金額についてスライド条項の適用を検討する必要が

ある場合、速やかに監督員に申し出てください。全体スライド、単品スライド及びイン

フレスライドの各要件を踏まえた契約変更について、協議をさせていただきます。 

  なお、監督員への申し出にあたっては、事前に世田谷区ホームぺージを参照し、スラ

イド条項を適用する要件について、ご確認をお願いします。 

 

 

 

http://#


                            令和４年１１月 

 

 

事業者各位 

 

世田谷区契約担当者 

 

 

工事請負契約に係るスライド条項の運用について 

 

令和４年６月２９日付文書において、工事請負契約約款第２５条に定める物価

等の急激な変動に基づく契約金額の変更に関する条項（スライド条項）について

は、資材、労務単価等の上昇分から、一定の受注者負担を差し引いた金額につい

て、受注者の請求により区と協議のうえ契約変更し、請負代金に反映していくこ

とを、具体的な運用方法や請求方法も含めお知らせしたところです。 

入札参加の際は、本条項の趣旨をご理解いただいた上での積算をお願いすると

ともに、下請事業者から見積徴取をする際には本条項についてお知らせいただい

た上で依頼していただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

〇別添文書 

 令和４年６月２９日付「工事請負契約に係るスライド条項について」 

 

 

【問合せ先】                  

世田谷区財務部経理課契約係          

電話０３－５４３２－２１５０～５２・２４３５ 

 



                           ４世経理第２２７号 

令和４年６月２９日 

事業者各位 

 

世田谷区契約担当者 

 

 

工事請負契約に係るスライド条項について 

 

 

世界的な新型コロナウイルス感染症の感染拡大やウクライナ情勢等を受け、区

工事への資材高騰の影響が懸念される状況であることから、工事請負契約約款第

２５条に定める物価等の急激な変動に基づく契約金額の変更に関する条項（スラ

イド条項）の運用について、下記のとおり取り扱うこととしましたので、お知ら

せします。 

 

記 

 

１ スライド条項の運用概要 

 工事請負契約後の物価等の急激な変動による資材、労務単価等の上昇分から、

一定の受注者負担を差し引いた金額について、受注者の請求により区と協議のう

え契約変更し、請負代金に反映します。詳細は別紙のとおりとなります。 

なお、具体的な運用方法や請求様式は区ホームページに掲載しております。 

〇区ホームページ トップページ－目次から探す－区政情報－契約・入札情報

－契約制度等－スライド条項の運用について 

 

２ 対象資材の取扱い 

単品スライド条項の運用において、従前から対象であった鋼材類、燃料油に加

え、契約金額の１％を超える影響が見込まれるその他の資材も対象とします。 

 

３ 変更の協議について 

 スライド条項による変更の協議については、担当監督員とご相談ください。 

 なお、既契約案件については担当監督員から順次説明する予定です。 

 

 

【問合せ先】                  

世田谷区財務部経理課契約係          

電話０３－５４３２－２１５０～５２・２４３５ 

 

 

http://#
http://#


スライド条項の運用概要 

 

 全体スライド 

（契約約款 25条 1～4項） 

単品スライド 

（契約約款 25条 5項） 

インフレスライド 

（契約約款 25条 6項） 

概要 

契約締結の日から 12 ヶ月を経

過した後に日本国内における

賃金水準又は物価水準の変動

により契約金額が不適当とな

ったと認めたときに適用でき

る条項 

特別な要因により工期内に主

要な工事材料の日本国内にお

ける価格に著しい変動を生じ、

契約金額が不適当となったと

きに適用できる条項 

予期することのできない特別

の事情により、工期内に日本国

内において急激なインフレー

ション又はデフレーションを

生じ、契約金額が著しく不適当

となったときに適用できる条

項 

適用対象 

工事 

工期が 12ヶ月を超える工事 

但し、基準日以降、残工期が 2

ヶ月以上ある工事 

すべての工事 

但し、請求日以降、残工期が 2

ヶ月以上ある工事 

すべての工事 

但し、基準日以降、残工期が 2

ヶ月以上あり、賃金水準の変更

のあった時期を工期内に含む

工事 

金

額

変

更

方

法 

対象 

請負契約締結の日から 12 ヶ月

経過した基準日以降の残工事

量に対する資材、労務単価等 

部分払いを行った出来高部分

を除く資材 

・鋼材類、燃料油 

・その他の資材 

賃金水準の変更がなされた日

以降の残工事量に対する資材、

労務単価等 

変動前

の金額 

残工事の請負代金 当該品目に該当する各材料の

当初の価格（発注者が設定した

実勢価格に数量、落札率を乗じ

た額） 

残工事の請負代金 

変動後

の金額 

基準日において区の積算単価

に基づき算定した残工事の金

額に落札率を乗じたもの 

当該品目に該当する各材料の

変動後の価格（実際に当該品目

を搬入・購入した期間中の平均

的な実勢単価に、数量、落札率

を乗じた額） 

※ただし、実際の購入価格（こ

の場合には落札率は乗じな

い）の方が低い場合は、原則

として実際の購入価格とす

る。 

基準日において区の積算単価

に基づき算定した残工事の金

額に落札率を乗じたもの 

受注者 
負担 

残工事費の 1.5％ 対象工事費の 1.0％ 残工事費の 1.0％ 

提出書類 

・変更請求書 

・概算スライド額調書 

・出来高、残工事の既定額、単

価の変動及び上昇額につい

ての資料（監督員と相談の上

添付） 

・変更請求書 

・契約金額変更請求額計算書 

・各対象材料を実際に購入した

際の価格（数量及び単価）、

購入先、当該対象材料の搬入

等の月を証明する書類（納品

書、請求書、領収書等監督員

と相談の上添付） 

・変更請求書 

・概算スライド額調書 

・出来高、残工事の既定額、単

価の変動及び上昇額につい

ての資料（監督員と相談の上

添付） 

 

 

（別紙） 


